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１．はじめに 
 
 地域の第 1 次産業の課題を第６次産業によって解決を試みる産学連携の取り組みを紹介す

る。 
 
２．概要 

 
岡山市南区一農家の現状は①二毛作で米と麦を作っている、②麦はホップとしてメーカー

2 社に卸している、③JA と提携しており安定しているようであるが、実は問題点が山積して

いる。その１つは採算が取れない、２つ目は事業継承ができない、３つ目は今後の方向性が

見いだせないでいる、４つ目はブランド米ではないことである。上記の項目は多くの農家に

該当するものであり、この地域全体の抱える問題点であると考えられる。そこで問題点解決

のため短期大学・地元産業界との連携により、これらの一方向性を見出すことで、地域全体

の活性化を目的とした研究活動である。 
 

３．本研究の取り組み 

 

 短期大学の授業で行われたもので、以下のとおりである。 

 

授業内容：PBL によるフィールドワーク・ブランディング等 

対 象 者：情報ビジネス学科２年生２３名 

科  目：地域創生学（選択科目） 

期  間：２０２２年９月～２０２３年３月（後期） 

     １コマ９０分×１５回 

 

社会貢献の欲求の高いＺ世代（牛窪 2021）の学生を対象としたグループワークで、新奇な

アイデアを生み出すことによりブランドを構築する一方法と考えられる。 

学生はフィールドワークで現地に出向き、農業従事者の説明を聞くことで第１次産業に向

き合い、ブランディングにより農業の第６次産業を形成することが目的である。産学連携（農

業従事者を取り巻く環境）のステークホルダー（図 1）を示す。 
探究学習（PBL：Project Based Learning）は「探究における生徒の学習の姿」では自ら課題

を設定し、探究の過程を①課題の設定 ②情報の収集 ③整理・分析 ④まとめ・表現のス

パイラル（高等学校学習指導要領の「総合的な探究の時間編」 文部科学省 H30 年年告知）

が周知されているが、本研究ではデューイ（1907）の提唱から発展してトーマス・キルパト

リックが提案したプロジェクト学習法をベースとしている。田中（2021）はこれをメソッド

としてディスカッション・リサーチ・プレゼンテーションの相互作用を通して実践される活

動とみなす。本研究でもディスカッション・リサーチ・プレゼンテーションの相互作用効果

を、自己評価シートで前後チェック・相互評価は振り返りで実施した。そのチェック項目は

８つの能力（表現力・状況把握力・関係調整力・論理力・問題発見力・分析力・批判力・協創

力）を４段階評価で行う。この能力はディスカッションでは表現力・問題発見力・関係調整

力・協創力を、リサーチでは状況把握力・分析力・問題発見力・批判力を、プレゼンテーショ

ンでは表現力・批判力・論理力を高める効果が期待される。ブランディングはワークショッ

プによりグループワークでアイデアをまとめていった。ファシリテーターはテーマ対象とな

る農業の問題点「①採算が取れない、②事業継承ができない、③今後の方向性が見いだせな

いでいる、④ブランド米ではない」を説明し、ブランド・コミュニケーションのポイントを
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基に、コトラー（1932）が提唱した STP 分析によるコンテンツとストーリーでブランドを作

る作業が行われる。また消費者行動モデル DECAX の法則（内藤 2015）に重点をおいた話し

合いが展開され、各グループによる発表が行われた（図 2）。実現可能なアイデアが多数あり、

今後のプロジェクトにモチベーションも高まる。 
学生のプロジェクトはグループ別に行われたが、問題点としてグループ毎に学生のモチベ

ーションが異なることが挙げられる。内発的動機を伴っているときに高い結果を得るプロソ

ーシャルモチベーション（Adam M. Grant2008）では、「他者視点」などを重視するように考え

らえることからも、ファシリテーターは意識してワークを実施した。学生は農業の知識があ

るグループ、全くないグループ、あるいはモチベーションの高いグループ、低いグループに

対して同じ指導では結果に差が出るのをできるだけ抑えるためである。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           

 
 
（図 1 産学連携ステークホルダー図）     （図 2 学生のグループワーク） 

  

４.結果 

 

農家の米からブランドでないものを価値があるものにブランディングするための活動を行

い、高付加価値が生まれることで農家の方向性が定まった。まだ学生の履修期間が残る中、

ブランディングで得た結果が農家周辺地域全体に及ぼす影響が一過性のものか、有効に発揮

されるかどうかは明確ではない。このことからこの研究は単年度でなく、複数年にわたって

実施されることで明らかになると考えられる。 
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